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第７章 地域省エネルギービジョンの推進策 

 
Ⅶ－１ 省エネルギーにかかる北広島市の特性 

省エネルギービジョン策定の目的は、地球温暖化問題への対応のための意識改革とエ

ネルギーの効率的利用を推進するための施策を策定し、実践していくことにあります。 
具体的な施策を検討する前に、これまでの調査結果を振り返り、省エネルギーにかか

る北広島市の特性を整理します。 
 
１ 地域特性より 

 

 

 

 
 

札幌市に隣接し、昭和 40 年代から北広島団地地区、大曲地区等で宅地造成が進め

られたため、人口および世帯数は急激に増加しました。1965(昭和 40)年を基準にす

ると 2004(平成 16)年では、人口が約 7.5 倍、世帯数は約 14.5 倍となっています。 
一方、世帯平均人数は減少傾向を続け、2004(平成 16)年度では 2.53 人/世帯と核家

族化が進んでいます。 
また、老年人口(65 歳以上）の増加が顕著になっており高齢化が進行しています。

人口・世帯数の急激な増加と高齢化

従業者および通学者とも札幌市への流出、札幌市からの流入が多く、流出は総人口

の約 20％、流入は総人口の約 15％を占めています。 

札幌市間の人口移動 

昭和 40 年代以降、国道 274 号および国道 36 号沿いに工業団地が造成され、全道

平均に比べ、製造品出荷額の比率が高くなっています。また、従業者人口は、全道平

均に比べ、製造業、運輸･通信業の比率が高くなっています。 

5 つの工業団地 

自動車保有台数は年々増加を続けており、2004(平成 16)年度の世帯当たり乗用車

台数は 1.21 台と全道平均の 1.05 台を大きく上回り、日常生活での自動車依存が高く

なっています。 

自動車への依存 
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２ エネルギー消費特性より 
 

 

 

 
３ 家庭のアンケート調査より 

 
 

 

二酸化炭素の排出量は 2009(平成 21)年頃から電気の CO2 排出係数の低減から家

庭、民生業務部門および産業部門で減少傾向になりますが、運輸部門は一定して増加

すると予想されます。 

運輸部門で増加する二酸化炭素排出量

エネルギー消費量は産業部門が横ばいで推移しているが、家庭と自動車の増加が大

きく、家庭が全体の約 34.5％、自動車が 31.3％を占めています。 

エネルギー消費は家庭と自動車で増加

今後、各部門でエネルギー消費は増加する傾向にありますが、人口・世帯数の増加

が予想される家庭でのエネルギー消費は増加の伸びが最も大きく、次いで自動車、民

生業務部門となっています。産業部門は緩やかに増加です。 

今後も増加の伸びが大きい家庭のエネルギー消費

トップランナー方式、省エネラベリング制度の認知度は約 10％と低く、今後の PR
が必要です。 

知られていない省エネ制度 

約 90％のご家庭で省エネに取組んでいます。また、今後の取組みを含めるとほと

んどが実施率 50％を超えています。ただし、公共交通機関はあまり利用されていま

せん。 

省エネを実践 

省エネを進める上で、省エネの方法・技術、省エネ機器・製品の情報提供を求める

意見が多く回答されています。 
行政に望む省エネ施策では、「学校などにおける省エネ教育」が最も多くなってい

ますが、マイカー通勤の抑制、公共施設における省エネ機器・設備の導入、ホームペ

ージなどによる情報提供など多角的な取組みを求めています。 

省エネに関する情報・教育を求めています
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(財)省エネルギーセンターのパンフレットの一部です。ご活用下さい。 

４ 事業者のアンケート調査より 
 

 

 

 
 
 

 

ホームページからもご覧になれます。 
ホームページ http://www.eccj.or.jp 

家庭と同様にトップランナー方式、省エネラベリング制度の認知度は約 13％と低

く、今後の PR が必要です。 

知られていない省エネ制度 

省エネの管理目標設定、原単位の管理などに取組まれている事業所は約 30％と低

く、省エネの改善余地が残されています。 

省エネの改善余地が残されています

省エネを進める上で、エネルギー管理の方法・技術についての知識・情報提供

を求める意見が多く回答されています。 
行政に対しては情報提供に関する施策と助成制度拡充を求める意見が多く回

答されています。 

省エネに関する情報を求めています 
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Ⅶ－２ 省エネルギー推進目標 

地域の自然的社会的環境に相応しく、だれもが実践できる身近な行動で省エネルギー

を推進していくため、北広島市地域省エネルギービジョンの推進目標を以下の通り定め

ます。 
 
 
 
 
 
 
Ⅶ－３ 推進体系 

 

 

省エネルギービジョンの推進体系 

推進目標 基本方針 推 進 施 策   ■は重点施策 

一
人
ひ
と
り
が
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
切
さ
を
理
解
し
、 

行
動
す
る
環
境
都
市
北
広
島 

行政の率先した省エネへの 

取組み・実践 

■第２次率先実行計画の推進    【行政】 

■「環境マネジメントシステム」の導入   【行政】 

■地域間循環バスの導入検討    【行政】 

◆市有施設における省エネ改修工事の推進   【行政】 

◆未利用エネルギー等の活用検討   【行政】 

市民・事業者・行政が一体となった 

パートナーシップ形成による 

取組みの推進 

■エコドライブの推進    【市民・事業者・行政】

■トップランナー機器・自動車の導入推進 

     【市民・事業者・行政】

■住宅の省エネ化推進   【市民・事業者・行政】

■冬の重ね着、夏の軽装運動の推進 

     【市民・事業者・行政】

事業活動における 

省エネルギーの推進 

■事業所における省エネ行動の普及促進   【事業者】

■「環境マネジメントシステム」の導入推進   【事業者】

市民・事業者への情報提供、 

意識啓発、省エネルギー教育の推進

■省エネ普及促進情報の提供 

(省エネホームページの開設他)    【行政】 

■学校における省エネ教育の推進   【行政】 

◆省エネナビ、エコワットモニター制度の導入   【行政】 

◆環境家計簿、ファミリー・エコの普及推進   【行政】 

◆環境市民大学・環境出前講座の開催   【行政】 

 

一人ひとりが環境・エネルギーの大切さを理解し、 

行動する環境都市北広島 

省エネルギーの推進目標 



 
 
第７章 地域省エネルギービジョンの推進策 

 

 - 116 -

市民・事業者への情報提供、意識啓発、省エネルギー教育の推進 

Ⅶ－４ 推進施策 

 
 
 

■省エネ普及促進情報の提供 
アンケートの調査結果では市民・事業者ともに省エネに関する知識・情報提供を求め

ています。また、省エネを効果的に進めるためには正しい知識・情報が必要です。 
市は市民・事業者へ省エネに関する知識・情報を積極的に発信するため、次の施策を

実施します。 
 
◆省エネ普及推進パンフレット等の発行 

省エネは身近で、できることから実施していかなければ継続した効果は得られませ

ん。 
・家庭、職場でできる省エネ行動とその効果 
・省エネ機器（トップランナー機器）とそのコスト・パフォーマンスの紹介 
・エコドライブ、低燃費・低公害車の紹介 
・省エネ住宅とリフォームの紹介 
など私たちの日常生活や職場で必要となる省エネ情報のパンフレット等を配布し

ます。 
 
◆市広報紙による情報発信 

市民、事業者、地域ネットワークの省エネ活動状況、イベント情報など旬な情報を

市の広報紙で紹介します。 
 
◆省エネホームページの開設 

北広島市のホームページに環境

コーナーを設置し、地球環境問題、

国、北海道、北広島市の取組みなど

環境行政を広く理解していただくとともに、省エネ普及推進パンフレット等の掲載、

省エネ支援諸制度・優遇措置等の紹介を行います。 
また、関連リンク先を整備し、最新の情報を効率的に入手できるようにします。 
省エネ相談窓口も設けます。 
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■学校における省エネ教育の推進 
（財）省エネルギーセンターでは、次世代を担うこどもたちにエネルギーの大切さ

を理解してもらい、省エネ行動の実践を促していくために、全国各地で「省エネ教室」

を実施しています。 
西部小学校は 2004(平成 16)年度に「環境を考慮した学校施設（エコスクール）」の

認定を受けており、2005(平成 17)年度に太陽光発電設備（10kW）を設置しています。 
 
◆省エネ教室 

省エネ教室は小学校のみを対象に開催さ

れ、エネルギーに関わる様々な実験を楽し

くわかりやすく行い、いくつかの実験には

子供たちも参加してもらいます。それらの

体験を通して、子供たちが省エネルギーの

実践を学び、自分たちの問題としてとらえ

考えるきっかけを提供しています。 
 

北広島市では、2005(平成 17)年度に初めて、広葉小学校と大曲東小学校の２校で

省エネ教室が開催されました。 
北広島市では、より多くの小学校で省エネ教室を開催し、児童・生徒たちの環境・

省エネ教育を推進していきます。 
また、北広島市は学校の先生など指導層を対象とした「省エネ学習講習会」、「省エ

ネルギー普及指導員」の養成についても検討を進めていきます。 
 
◆スクール・エコの普及 

先生、児童、生徒の皆さんが一緒になって「環境にやさしいこどもと学校づくり」

を目指すため、環境マネジメントシステムの考え方を採り入れた「スクール・エコ」

の普及を推進していきます。 
 

【スクール・エコの例】 
各学校において学校の緑化や学校周辺、通学路などの清掃活

動を行う「環境保全行動」や、節電・節水などの「省エネルギ

ー・省資源行動」、「廃棄物の３R（リデュース、リユース、リサ

イクル）行動」を活動テーマとして、各校が具体的な行動を宣

言し、PDCA サイクルによる継続的な改善を進めていきます。 
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◆環境サイクル・テーリングの開催 
エルフィンロードでは四季折々の森の風景を楽しむことができ、自然とふれあうこ

とのできる水辺の広場、学習の森等も作られています。 
エルフィンロードに作られている水辺の広場などをチェックポイントにして、サイ

クリングを行いながら自然・環境の体験学習を行う「環境サイクル・テーリング」を

開催します。サイクル・テーリングはご家族でも、子供たちだけでも参加できます。 
夏休みあるいは秋の祝・祭日など季節の良い時期での開催を検討します。 

 
エルフィンロード ロードマップ 

   エルフィンロード  レクリエーションの森  水辺の広場 

   学習の森      自然観察会 
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■省エネナビ・エコワットモニター制度の導入 
家庭において電気を上手に使うツールに省エネナビ、エコワットがあります。 
市は省エネナビ、エコワットのモニター制度を設け、その効果を公表します。 

 

 
 

省エネナビ表示器の一例 

 
 
エコワットはコンセントにつないで使用し、

テレビ、冷蔵庫といった個々の家電機器の消費

電力量を測定し、電力量、電気料金、通電時間

を表示します。 
 
 
 
 

消費電力量と電気料金を表示します 
分電盤に計測器を取り付け、結果を表示器で表示しま

す。計測器から結果を無線で表示器に送信するタイプもあ
ります。 

年間 １３％ の節電効果 

省エネナビモニター試験の結果では、省エネナビを設置
した当初と 3 か月経過後では省エネ行動が大きく向上し、
年間で約 13%の節電効果が示されています。 

 
省エネナビって 

？ 

 
効 果 は 

？ 
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■環境家計簿、ファミリー・エコの普及促進 
◆環境家計簿 

環境家計簿は、家庭での電気、ガス、水道、灯油、ガソリン等の使用量や支出額を

毎月集計して、二酸化炭素の排出量を計算できるようにした家計簿のことです。 
環境家計簿をつけることによって、二酸化炭素の排出を減らす実践的な行動につな

がり、さらに家計の節約にもなります。 
北広島市では「環境家計簿」の普及を促進します。 

環境家計簿の例 

項 目 電 気 ガ ス 水 道 灯 油 ガ ソ リ ン ご み 
 

CO2 排出係 数 0.38 6.23 0.58 2.51 2.31 2.64 
合 計 

使 用 量 kWh ㎥ ㎥ ℓ ℓ ㎏ －

料 金 円 円 円 円 円 － 円

月 C O 2 排 出 量 ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏

使 用 量 kWh ㎥ ㎥ ℓ ℓ ㎏ －

料 金 円 円 円 円 円 － 円

月 C O 2 排 出 量 ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏

 
◆ファミリー・エコ  

環境家計簿と同様に電気代などのエネルギーコストの削減やごみの減量、環境意識

の向上を家族全員で取組めるよう、環境マネジメントシステムの考え方を採り入れた

「ファミリー・エコ」の普及を推進していきます。 
「ファミリー・エコ」の基本は PDCA サイクルによる継続的な改善を進めていく

ことで、ご家族で目標を定め、役割分担を決めて実践していきます。 
【ファミリー・エコの例】 

省エネ行動や省資源・リサイクル、悪臭、騒音、環境保全活動などへの参加など約

40 項目の中から、家族の皆さんが取組む内容を 5 つ以上選択し、実行することを宣

言していただきます。 
次に家庭内で項目ごとに役割分担を決め実行していただきます。 
実践内容を記録し、3 か月毎に不都合や改善できるところはないかの見直しを行い、

行動を再スタートさせます。これを継続的に繰り返すことによって、よりよい方向へ

改善されていきます。 
 
 

 

宣言（Plan）
取組む行動目標を決定し、宣言

記録（Check）
行動の結果がわかるように記録する

行動（Do） 
取組みを実行する 

見直し（Action） 
見直しを行い、新たな行動へ
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環境出前講座テーマの一例 

◇ 北広島の環境 
◇ わが家の省エネ 
◇ はじめようエコ・クッキング 
◇ だれでもできるエコドライブ 
◇ 省エネ家電機器の選び方 
◇ 上手な住宅の建て方＆リフォーム など

■環境市民大学・環境出前講座の開催 
◆環境市民大学 

地球温暖化や環境破壊など私たちを取り巻く生活、地域の環境は様々な問題を抱え

ています。 
これらの環境問題について広い観点から学び、私たち

にできることを考えていくために環境市民大学を開催

します。 
 

 
 
 
 
 
 
 

対象者は環境に関心のある高校生以上の方で、年 6～8 回の講座に毎回出席できる

方とします。また、受講修了者には修了証書を授与するとともに、地域の環境活動に

参加していただきます。 
 
◆環境出前講座（地域学習会） 

日常生活における環境問題とか、環境へ配慮した生活とはどのようなものか・どの

ような行動が望まれるのかなどについて正しく学び、実践していくきっかけにしてい

ただくため、市職員による「環境出前講座」を開催します。 
町内会、学校、職場、各種団体を対象とし、5 人以上の参加者があれば開催します。 
また、合わせて市政に関する報告・説明ならびにご意見を聞かせていただきます。 

 
 

 
 
 
 
 
 

◇ 環境と私たちの暮らし
◇ よくわかる省エネ 
◇ 施設見学（省エネ施設、省エネ住宅、生ごみ発電施設等） 
◇ 環境にやさしいエコ・クッキング 
◇ 始めようエコドライブ 
◇ ごみのゆくえと 3R（リデュース、リユース、リサイクル） 
◇ 今、私たちにできること～広げよう省エネの環 

講座カリキュラムの一例 
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事業活動における省エネルギーの推進 
 
 
 

■事業所における省エネ行動の普及促進 
北広島市は、工場や事務所における省エネルギー診断や省エネ講習など事業所に対す

る支援プログラムを紹介するとともに、省エネルギー機器（トップランナー機器）、建

物の省エネルギー、省エネルギー設備導入に関する公的補助制度など省エネルギーに関

する情報提供を行い、事業所における省エネルギーを推進します。 
 
◆エネルギー診断サービス 

（財）省エネルギーセンターでは工場のエネルギー診断サービスを行っています。 
□対象は？ 

省エネ法で定める第 2 種指定規模以上（電力の使用量が 600 万 kWh 以上、また

は熱の使用量が原油換算で 1,500 ㎘以上）のエネルギーを使用している中規模以

上の工場を対象にしていますが、詳細は省エネルギーセンターにお問い合わせ下

さい。 
□診断内容は？ 
熱、電気分野の専門家が 1 日診断を行い、 
・管理体制作りをアドバイスします。 
・エネルギー費削減管理に役立つ計測とデータの活用方法をアドバイスします。 
・設備上の問題点を見出し、経済性を考慮した改善策を提案します。 
・気づかない無駄を探し出し、対応方法をアドバイスします。 

□費用は？  無料です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料： 

省エネルギーセンター 
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各種ツールについて 

◆省エネルギー各種講座 
（財）省エネルギーセンターでは、省エネルギーを推進する「人づくり」のため各

種の講座を開催しています。詳細は省エネルギーセンターにお問い合わせ下さい。 
 

□省エネ技術講座 
要素技術（空気圧縮機、空調・給湯設備等）、工場見学、省エネ法、各種ツール、

業務用ビルの 5 つのジャンルが用意されています。 
 

 
 

○原単位管理ツール 
（財）省エネルギーセンターでは、事務所ビルの省エネ

ルギー促進を図るため面積当たりのエネルギー消費量を

算出する原単位管理ツールを開発し、皆さんにご利用い

ただけるよう、同センターホームページからダウンロー

ドできるようにしています。 
○エネルギー管理支援ツール 
（財）省エネルギーセンターでは事務所ビルのエネルギ

ー使用量の実態把握、エネルギー使用量の分析、総点検

および法規関連書類作成支援等を行うエネルギー管理支

援ツールを開発し、皆さんにご利用いただけるよう、同センターホームページか

らダウンロードできるようにしています。 
 

□省エネ実習講座 
省エネ技術を学習できる講義と実技を組み合わせた講座で、工場・ビルで省エネ

に取組まれている方にお勧めです。 
総合管理、電気、熱、ビル管理、案件発掘の 5 つのコースがあります。 

□出前講座 
社内研修・講演・講習会など省エネテーマに合わせた講師を派遣しています。各

種講座をそのまま実施することもできます。 
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■「環境マネジメントシステム」の導入推進 
北広島市は、国際規格と合わせ簡易版環境マネジメントシステムの普及を推進してい

きます。 
国際規格である環境マネジメントシステム（ISO14001）の認証取得は環境保全と経

営改善の両面において有効といわれています。 
また、ISO14001 を基本としながら、中小企業でも取組みやすくした簡易版の環境マ

ネジメントシステムも普及しています。 
 
 

 
 
 
 
 
 
【簡易版環境マネジメントシステムの例】 

□エコアクション 21 
エコアクション 21 認証・登録制度は、環境省が策定したエコアクション 21
ガイドラインに基づく、事業者のための簡易版環境マネジメントシステムで認

証・登録制度は、財団法人地球環境戦略研究機関 持続性センターが実施して

います。 
□北海道環境マネジメントシステムスタンダード（HES） 

HES は北海道商工会議所連合会を中心に設立した「エイチ・イー・エス推進

機構」が企画し、2004(平成 16)年 7 月に導入した道内の中小企業向けの簡易

版環境マネジメントシステムです。 
 

環境マネジメントシステムのメリット

□ 従業員の環境に対する意識が向上します。 

□ 消費者や取引先等に対する信頼度が向上します。

□ 企業のイメージアップが図られます。 

□ コストダウンにつながります。 
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行政の率先した省エネへの取り組み・実践

 
 
 

■第 2 次率先実行計画の推進 
北広島市は 1998(平成 10)～2004(平成 16)年度に実施した第１次率先実行計画に引き

続き、第 2 次率先実行計画を 2005(平成 17)～2010(平成 22)年度にかけて推進し、省エ

ネを実践していきます。 
2010(平成 22)年度までに省エネ対策が可能な施設の電力、油類等について 2004(平成

16)年度実績から二酸化炭素で約 110 トン、原油換算で約 54 ㎘の削減を目指します。 
 
この目標達成のための主な取組み行動を示します。 
 
◆電力量の削減 

◇昼休みの消灯、不要照明の消灯の徹底 
◇不使用 OA 機器の電源 OFF の徹底 
◇電気ポット、コーヒーメーカーの使用禁止 
◇冷蔵庫台数の適正化 
◇冷房設定温度は 28℃とし、ノーネクタイを推進 
◇各庁舎に設置している自動販売機設置台数等の見直し など 

 
◆灯油、重油の削減 

◇ウォームビズの取組みと暖房設定温度 20℃の徹底 
 
◆ガソリン、軽油の削減 

◇アイドリングストップ、エコドライブの実践 
◇出張時における公共交通機関の積極的な利用 
◇庁用車配置台数の再検討と効率的利用 
◇マイカー通勤の自粛、ノーカーデーの設定 など 
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■環境マネジメントシステムの導入 
北広島市は第２次率先実行計画に環境マネジメントシステムの考え方を採り入れ、環

境問題への対応と省エネルギーを推進・実践していきます。 
 
環境マネジメントシステムは EMS（Environmental Management System）とも

言われています。 
事業活動によって大気汚染物質や水質汚染物質などが排出されますが、環境マネジメ

ントシステムは、環境方針を作成し、計画（Plan）、実行（Do）、把握（Check）、改善

（Action）の PDCA サイクルにより、環境汚染物質の継続的な排出低減を図るシステ

ムです。 
また、地球環境問題を考えると、環境マネジメントシステムに取組むことは、省資源、

省エネルギー、廃棄物の削減等になりますのでコストの低減、原価の低減につながりま

す。 
PDCA サイクルの展開では定量的な目標の設定と定量的な評価を行うことになりま

すので活動の成果が明確になります。 
環境マネジメントシステムは多くの事業者、自治体で取組んでおり、成果をあげてい

ます。 

 

P=Plan（計画） 
目標を立ててそれを実現する

ための方法を決めます。 

A=Action（調整・改善） 
把握した情報を基に、計

画が達成可能かを判断

し、調整・改善します。 

C=Check（状況の把握） 
実行が計画通り行われている

かを把握します。 

D=Do（実行） 
目標を実現するために立

てた計画を実行します。 
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■地域間循環バスの検討 
北広島市は、国道 274 号、国道 36 号および道道江別恵庭線沿いに発展を続け、東部

地区、北広島団地地区、西の里地区、西部地区、大曲地区の 5 つの地域から構成されて

います。 
北広島市では市の発展とともに計画的なまちづくりを進めてきましたが、地区の中心

となる核が明確になっていない地区や日常生活に必要な機能が十分ではない地区もあ

りますので、自然や歴史、文化などの地区の個性を高めながら、相互に補完し合い、交

流を深めるための地区間ネットワークを強化し、また、高齢化社会に対応した福祉の充

実を目指した都市づくりを目指す必要があります。合わせて、市内交通体系の一翼を担

い、マイカー依存の移動からの脱却を図るため、各地区間を市民の足として結ぶ地域間

循環バスの運行開始に向けた検討を進めて行きます。 

 

地域循環バス 
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■市有施設における省エネルギー改修工事の推進 
本ビジョンで市有施設の簡易エネルギー診断を行いました。（第５章参照） 
その結果、特に暖房機の老朽化が進んでおり、また照明器具も従来型が多く使われて

いました。 
これらは、最新機器の高効率機器への更新や国が進めている「トップランナー方式」

の器具の採用により、省エネルギーを図ることができます。 
市は、市有施設からの CO2 排出削減を図るため、各機器の状態を適切に判断し改修

を行なっていきます。また、この実行の一手法として「ESCO 事業」について検討しま

す。 

 
一般的な省エネ改修工事と ESCO 事業がどう違うのか、比較しながら説明します。 
「ESCO 事業は、省エネルギー改善に必要な技術・設備・人材・資金など包括的なサービス

を提供する」と言うことです。 
「包括的なサービスを提供する」とは ESCO 事業者が皆さんに対して省エネを行なうための

コンサルティング、診断、計画の立案、設備の導入・保守・運転管理、事業資金の調達などを皆
さんに提供することです。 

一般的な省エネ改修工事では、設計契約、工事契約、設備の運転と、すべて別々の業者または
顧客まかせでした。 

これでは、計画段階で省エネの計画をたててもその意図が最後まで伝わるのは難しいのです。 
そこで ESCO 事業では、ESCO 事業者が一括してすべてを見るわけですから省エネ削減量を

保証することができるわけです。 
ESCO 事業者は省エネの診断から始まって、設備の運転管理まで必要なものすべてを考慮し

てくれることから、皆さんは専門的知識がなくても省エネ化が図れるということです。 
出典：省エネルギーセンターホームページ 
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■未利用エネルギーの導入検討 
北広島市は、生ごみ発電、廃熱利用などの未利用エネルギー利用の検討を推進します。 
 
◆生ごみ発電 

家庭、飲食店、ホテルなどから毎日出される残飯・調理屑などの生ごみをメタン

発酵させ、発生したバイオガスを発電等に利用することができます。 
食品系バイオマスガスの利用は、「食品リサイクル法」（食品循環資源の再生利用

等の促進に関する法律）の制定や、「バイオマス・ニッポン総合戦略」の閣議決定

などにより多くの自治体で検討が進められており、道内でも中空知衛生施設組合

（生ごみ 55 トン／日）、砂川市（生ごみ 22 トン／日）他で導入されています。 
北広島市では年間の生ごみ処理量約 14,000 トン（45 トン／日）から発電と熱の

利用の検討を進めます。 
 
 
 

生ごみをメタン発酵させ、バイオガスを発生させます。発生したバイオガスの中から

水素を取り出して燃料電池等で発電します。燃料電池は水の電気分解の逆の反応で，水

素と酸素を反応させることにより電気と水を発生します。 
バイオガスを燃料電池ではなく、ガスエンジン、ガスタービンで発電するシステムも

あります。 

 
 

生ごみ発電のしくみ 

メタン 

発酵槽

分別 

粉砕 

異物 

水 

生ごみ 燃料電池 

生ごみ燃料電池システム 

電気 
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◆都市型排熱（下水処理水）の有効活用検討 
下水処理水は、年間を通して豊富な水量（平成 16 年度処理水量 約 700 万 t）

と安定した水温（年間を通して 10℃以上）を維持し、それ自体に大きな保有エネ

ルギーを持っていますが、そのほとんどが河川に放流されています。 
この捨てられている処理水を有効に活用することにより CO2 排出量を削減する

ことができます。 

 
利用形態 〔参考資料：（財）日本地域開発センター「下水熱利用計画マニュアル」〕 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜参考＞下水処理水 1 ㎥当たりの CO2排出量（H16 実績より） 

処理水量 消費電力量 エネルギー消費原単位 CO2排出量（H16） 

7,128,190 ㎥ 2,678,500 kWh 0.376 kWh/㎥ 0.2 kg- CO2/㎥ 

     電力の CO2排出係数 0.53kg- CO2/kWh（H16） 

直接再利用 雑用水利用、工業用水利用 

間接再利用 親水利用 

エネルギー利用 建物の暖房熱源（電気、ガス、油の節約）

防災上の利用 消火、非常時生活用水 

積雪対策 消融雪（電気、ガス、油の節約） 

放流（島松川） 

下水処理場 

最終沈殿池 

北広島市下水処理水温度と外気温
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市民・事業者・行政が一体となったパートナーシップ形成による取り組みの推進 

 
■エコドライブの推進 
自動車で最も身近にできる地球温暖化対策は燃費を向上させ自動車から出る二酸化

炭素を減らす運転（＝エコドライブ）です。 
日常生活での自動車依存が高い北広島市は、エコドライブを推進していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、北広島市は低燃費自動車や自動車の省エネ情報を積極的に提供していきます。 
マイカー通勤に対してはノーカーデーの設定や相乗り通勤を推進していきます。 

 

 
(社)日本自動車連盟（JAF）が推薦する 10 のエコドライブ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：(社)日本自動車連盟 
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■トップランナー機器・自動車の導入推進 
二酸化炭素の排出量削減は国の施策に期待するウエイトが高くなっています。 
しかし、ただ国の施策に期待するだけでは削減できません。 
国は、国の施策に理解と協力を国民の役割として求めており、私たちにできることは

積極的に実践していかなければなりません。 
 
国はトップランナー方式の導入で、コスト・パフォーマンスの

高い家電機器・自動車等の販売を促進しています。 
家電機器・自動車の買換えではトップランナー方式のものを選

択することで、快適な生活と二酸化炭素の排出量削減の両方が実

現できます。 
北広島市はトップランナー機器・自動車の導入を推進します。 
 
カタログなどに表示されている省エネ性能（エネルギー消費効率）のチェックポイン

トを紹介します。 
 

乗用自動車 
エアー 

コンディショナー 
蛍光灯 テレビジョン 

ビデオテープ 

レコーダー 
複写機 

燃費 

 

(km/ℓ)☆ 

COP☆ ルーメン／W☆ 年間消費電力量 

 

(kWh／年)※

待機時消費電力 

 

(W)※ 

１時間当たりの 

消費電力量 

(Wh)※

 

電子計算機 
磁気ディスク 

装置 
貨物自動車 電気冷蔵庫 電気冷凍庫 ストーブ 

計 算 機 の 処 理

能力に対する消

費電力 

(W／MTOPS)※ 

ディスクの記憶

容量に対する消

費電力 

(W／GB)※ 

燃費 

 

 

(km/ℓ)☆

年間消費電力量 

 

 

(kWh／年)※

年間消費電力量 

 

 

(kWh／年)※ 

熱効率 

 

 

(％)☆

 

ガス調理機器 ガス温水機器 石油温水機器 電気便座 自動販売機 変圧器 

熱効率 

(％)☆ 

ガス消費量 

(Wh)※ 

熱効率 

 

 

（％）☆ 

熱効率 

 

 

（％）☆

年間消費電力量 

 

 

(kWh／年)※

年間消費電力量 

 

 

(kWh／年)※ 

全損失 

 

 

(W)※

 
☆値が大きいほど省エネ性に優れています。  ※値が小さいほど省エネ性に優れています。 

（資料：省エネルギーセンター） 
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■住宅の省エネ推進 
北広島市では昭和 40 年代から宅地造成が進められてきましたので、建築後多くの年

数を経た住宅が多くなっています。住宅の建替え、リフォーム時には高断熱・高気密化

を推進します。 
住宅の高断熱・高気密化はそのまま省エネと暖・冷房費の節減になります。 
 
高断熱・高気密住宅では部屋の中の温度ムラや上下の温度差が少なくなります。 
住宅内の部屋ごとの温度差が少なくなるので、冬に、トイレや風呂が寒い、というこ

とが少なくなります。 
気密性が向上したことにより、室内の水蒸気や雨水が壁体内に入り、木材等の構造物

を腐らせることが少なくなります。このため建物の耐久性や耐震性が向上します。 
 
住宅金融公庫の融資制度でも、次世代省エネルギー基準での新築では、割増融資のほ

か最優遇金利の適用を受けることができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：松下エコシステムズ（株） 

 
北海道における建物の省エネルギー基準の推移については第 4 章で紹介しましたが、

再掲します。 
省エネ法の 1980(昭和 55)年基準を 100とすると 1999(平成 11)年基準では約半減して

います。つまり暖房費は半減することになります。 
 

住宅の省エネルギー基準 
基  準 基準年 熱損失係数 W/㎡・k 指 数 

旧省エネルギー基準 1980(S55)年 3.26 100 
新省エネルギー基準 1992(H 4)年 1.74 53 
次世代省エネルギー基準 1999(H11)年 1.60 49 
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■冬の重ね着、夏の軽装運動の推進 
暖房期間の長い北海道で、灯油とか電気・ガスのエネルギーと暖房費を上手に節約す

るためには、室内でのセーター、靴下の着用が効果的です。 
暖房温度を１℃下げるだけで 6％程度の暖房費が節約になります。 
 
北広島市ではセーターなどの着用、ウォームビズを呼びかけ、家庭・事務所における

「暖房温度マイナス１℃運動」を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、夏季にはクールビズ、ノーネクタイ等の軽装を呼びかける運動を推進します。 

 
 



 

 

Ⅶ－５ 事業推進計画 

市民、事業者および市は、16 の推進施策を短期、中期、長期に分けて、取組むことにします。 
■は重点施策 

推進期間 
 

基本方針 

短 期 
2006～2008 年度 
(H18～H20 年度) 

中 期 
2009～2011 年度 
(H21～H23 年度) 

長 期 
2012 年度以降 

（H24 年度以降） 
市民・事業者への情報提供、

意識啓発、省エネルギー教育

の推進 

■省エネ普及促進情報の提供 
（省エネホームページの開設他） 

・・・【行政】

■学校における省エネ教育の推進 
・・・【行政】

◆省エネナビ、エコワットモニター制度の

導入 
・・・【行政】

◆環境家計簿、ファミリー・エコの普及促

進 
・・・【行政】

◆環境市民大学・環境出前講座の開催 
・・・【行政】

  

事業活動における省エネルギ

ーの推進 
■事業所における省エネ行動の普及促進 

・・・【事業者】

■「環境マネジメントシステム」の導入推進

・・・【事業者】

 

行政の率先した省エネへの取

組み・実践 
■第 2 次率先実行計画の推進 

・・・【行政】

■「環境マネジメントシステム」の導入 
・・・【行政】

■地域間循環バスの導入検討 
・・・【行政】

◆未利用エネルギー等の活用検討のうち・生

ごみ発電の検討 
・・・【行政】

◆市有施設における省エネ改修工事の推進 
・・・【行政】 

◆未利用エネルギー等の活用検討のうち・都

市型排熱（下水処理水）の有効活用検討 
・・・【行政】 

市民・事業者・行政が一体と

なったパートナーシップ形成

による取組みの推進 

■エコドライブの推進 
・・・【市民・事業者・行政】

■冬の重ね着、夏の軽装運動の推進 
・・・【市民・事業者・行政】

■トップランナー機器・自動車の導入推進 
・・・【市民・事業者・行政】

■住宅の省エネ化推進 
・・・【市民・事業者・行政】

 

 

 

- 135 - 第
７
章
 
地
域
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
の
推
進
策




